
主 な 補 正 項 目

(単位:千円)１ 雇用対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 新規就農者確保特別支 31,380 ○Ｈ２２年３月の新規学卒者を対象に農業 農林水産部

[農業経営課]援事業 法人等が実施する研修経費を助成

経済対策 ・対象者数：２０人【 】

・事業期間：Ｈ２２～２３

・助 成 額：１年目 130千円／月・人

２年目 97千円／月・人

・助 成 先：島根県農業会議

新 新規林業就業者確保特 26,420 ○Ｈ２２年３月の新規学卒者を対象に林業 農林水産部

[林 業 課]別支援事業 認定事業体が実施する研修経費を助成

経済対策 ・対象者数：１０人【 】

（ ）国事業で別途行う５人含む

・事業期間：Ｈ２２～２３

・助 成 額：141千円／月・人

・助 成 先：(社)島根県林業公社

（林業労働力確保支援Ｃ）

○林業労働力確保支援センターが実施する

新規採用・スキルアップ研修に対し助成

・対象者数：１０人

・事業期間：Ｈ２２～２３

新 新規漁業就業者確保特 18,000 ○Ｈ２２年３月の新規学卒者を対象に漁業 農林水産部

[水 産 課]別支援事業 経営体が実施する研修経費を助成

経済対策 ・対象者数：１０人【 】

・事業期間：Ｈ２２～２３

・助 成 額：100千円／月・人

・助 成 先：ＪＦしまね、海士町漁協



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 中小企業雇用創出特別 1,500 ○現下の厳しい雇用情勢において、雇用・ 商工労働部

[雇用政策課]支援事業 就業機会の創出を図るため、中小企業が

経済対策 事業を拡大し、新規学卒者を新たに正規【 】

雇用する場合の経費を助成

［実施内容］

・Ｈ２１：広報、補助事業選定

・Ｈ２２：補助事業

［補助事業］

・雇用創出目標：５０名

・実施主体：県内に事業所を有する中小

企業

・補助要件：新規・拡充事業に従事させ

る労働者として、新規学卒

者１名以上を正規に雇用

・補助率：県２／３

（ ）債務負担行為設定額：H22 167,000千円



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 専修学校進学者特別支 850 ○高校新卒者の求人状況が厳しい中、就職 総 務 部

［ ］援事業 から県内専修学校への進学に進路変更せ 総 務 課

経済対策 ざるを得ない高校生の就学支援のため、【 】

奨学金貸与事業を創設

［対象者］県内専修学校入学者

［事業概要］

①奨 学 金（貸与人員 30名程度）

・貸与月額 3万円～7万円

・貸与期間 修業年限最終月まで

・利 息 無利子

・返還方法 卒業後6月後から、貸与

月数の3倍の期間内

②就 学 資 金（貸与人員 10名程度）

・貸 与 額 50万円又は100万円

・利 息 有利子

・返還方法 卒業後翌月から10年間

、 、※選考に当たっては 応募者の学業成績

経済的理由のほか、就職活動歴等を記

載した学校の推薦を考慮のうえ決定

（ ）債務負担行為設定額：H22～H25 72,160

農業大学校奨学金 制度改正 ○新規学卒者等の農業大学校への就学及び 農林水産部

[農業経営課]【 】経済対策 就農を促進するため、奨学金制度を改正

・貸与枠の拡充

Ｈ２１：８名分→Ｈ２２：４４名分

・償還免除要件の追加

現 行：県内で自営就農に３年間従事

改正後：雇用就農に３年間従事した場

合を追加

※雇用就農：次の全ての要件を満たすもの

・新たに個人農業者又は農業法人と中長

期的な雇用契約を結んだ者

・年間１５０日以上農業に従事する者又

は見込まれる者



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

緊急雇用創出事業 150,000 ○県、市町村が一時的な雇用・就業機会を 商工労働部

[雇用政策課]【経済対策】 創出する事業を拡充して実施

［雇用創出目標］

Ｈ２１：２２０名

［主な予定事業］

・県事業：

県産品販路拡大情報整備事業

・市町村事業：

新型インフルエンザワクチン接種事業

有害鳥獣緩衝帯整備事業



(単位:千円)２ その他
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

公共事業 398,674 ○７月の梅雨前線豪雨等による災害関係経 土 木 部

費

①県単災害復旧（道路、河川等）8,100

②県単災害関連（急傾斜等） 146,600

③維持修繕 243,974

新 定住自立圏民間投資促 256,600 ○定住自立圏形成予定圏域の医療機能を確 地域振興部

進事業 保するために必要な民間事業を支援す [市町村課]

経済対策 る。【 】

[対象圏域] ・中海圏域

・浜田圏域

・益田・鹿足圏域

[対象事業] 電子カルテ整備など

[補 助 率] 国 2/10（国 10/10)

農業近代化資金 融資枠の ・融資枠：３億円 → ３．８億円 農林水産部

[農業経営課]拡大 ・使途：施設・機械の取得資金、運転資金

等

・利率：１．６％（利子補給後）

［ ］県利子補給率：1.25%

認定農業者等は無利子措置あり

（～H21）

・償還期間：７～２０年（据置２～７年）

新 がん診断・治療のため 100,000 がん対策募金 の配分額１億円を活用し 病 院 局「 」 、

［ ］の医療機器の整備 がんの診断・治療の強化のために必要な医 中央病院

［病院事業会計］ 療機器を購入

・放射線治療計画装置

・乳房用エックス線診断装置

・膀胱鏡システム

・超音波診断装置



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

実習船管理運営費 3,700 ○平成２０年１０月８日に発生した水産練 教育委員会

［ ］習船「わかしまね」の衝突沈没事故の乗 高校教育課

船生徒、船員及び教員に対する損害賠償

［損害賠償の内訳］

・生徒 １３名（１０万円／人）

・船員、教員 １２名（２０万円／人）

大規模事業等基金積立 456,672 ○水産練習船「わかしまね」の衝突沈没事 総 務 部

［ ］金 故の保険金及び相手方との和解により確 財 政 課

定した損害賠償額を、今後の新船建造経

費に活用するため「大規模事業等基金」

に積立


